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主要なテーマ

防災・減災

社会資本の維持管理

既存ストックの賢い利用

仕事の進め方のイノベーション
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活動の４本柱

①研究、技術基準原案の作成

②コンサルティング（技術指導・相談）

③技術移転（研修講師、講演会、人材育成）

④コーディネーター（“扇の要”役）
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研究分野と国土マネジメント

建築

都市

住宅

港湾
沿岸海洋・防災

空港

下水道

河川

道路構造物

防災・メンテナンス
基盤

道路交通

土砂災害
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現場の情報
〔データ、ナレッジ〕

技術動向
研究動向

現場実務の
状況・課題

技術政策動向
（国内・外）
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活動の源泉

幅広い人材
根幹技術のプロ

培った現場力

実務マネジメントを
通じての識見・俯瞰力

民間技術者受け入れ

個別分野の
高度専門研究者
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④
コーディ
ネーター

①
研究、
技術基準

②
コンサル
ティング

③
技術移転

防災・減災

社会資本
の維持管理

既存ストック
の賢い利用

仕事の進め方
イノベーション

取り組みの展開
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活動紹介－防災・減災１：粘り強い海岸堤防

写真：仙台河川国道事務所

〇仙台湾南部海岸における
災害からの復旧の取り組み

•概ね5年間で高さT.P.+7.2mの海岸
堤防を延長約32kmにわたって復旧

•平成26年9月末までに、完成延長は
延べ約25km（完成率：約8割）
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海岸保全施設等の整備については、
設計対象の津波高を超えた場合でも
施設の効果が粘り強く発揮できるような構造物の
技術開発を進め、整備していくことが必要である
【東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会（中央防災会議）報告（H23.9）】

活動紹介－防災・減災１ 〔研究、技術基準〕

•H23年7月：津波浸水シミュレーションの手引き →堤防高の決定に

（水管理・国土保全局、国総研）

•H23年8月：緊急復旧工事完了←現場

•H24年1月：本復旧工事に本格着手←現場

•H24年5月：粘り強く効果を発揮する海岸堤防の構造検討（第1報）

（国総研技術速報No.1）

•H24年8月：粘り強く効果を発揮する海岸堤防の構造検討（第２報）

（国総研技術速報No.３）
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〇粘り強い海岸堤防の基本構造を提示

理由：表現の適正化①法尻部の強化

■越流水の方向を変える
→裏法尻の洗掘を堤防本体から遠ざける

■基礎処理
→洗掘への抵抗性を向上

■天端被覆工の部材厚を確保
■空気抜き孔を設け、越流時に堤防内の

有害な空気圧を抜く

②天端被覆工の補強

■被覆工の部材厚を確保、法肩は負圧に耐えるよう一体化
■被覆ブロックの連結をかみ合わせ構造に

→越流時に下流側となるブロックの突出を防止

③陸側法面の補強

海側陸側

活動紹介－防災・減災１ 〔研究、技術基準〕
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〇東北地方整備局の現場とのやりとり

【かみ合わせブロック】

東北地整：現場打ちの張りコン構造よ
りも、維持管理が容易なブロック張り
構造での施工したいとの要請。

国総研：流れに力をまともに受けるタ
イプの不陸が生じにくい「かみ合わせ
ブロック」が望ましいことを助言。

東北地整：ブロック協会と打ち合わせ
により、かみ合わせブロックが製作可
能であることを確認。

国総研：津波越流時の高流速に対して、
水理的にかみ合わせブロックの構造が
有効と確認。

【法尻保護の工夫】

東北地整：法尻保護工を連結した根
固めブロックで行うことを提案。

国総研：実験結果より、法尻保護工
は一体化した剛体であることが望ま
しいことを助言

東北地整：震災で発生した堆積土の
有効活用の観点も踏まえ、法尻保護
工を地盤改良により行うことを提案

国総研：水理実験で、〔剛体＋地盤
改良工〕の有効性を確認。

活動紹介－防災・減災１ 〔技術指導・相談〕
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活動紹介－防災・減災２：土砂災害現場への緊急技術支援

現地調整所での警察・消防等への説明

渓流状況調査

○即座に現地入り

○救助活動を支援

• 8/20(水)朝，現場派遣を決定
→砂防研究室 蒲原室長、

土砂災害研究室 松下主研
が、同日午後広島駅に到着。
中国地方整備局と合流。

• 安佐南区八木地区へ直行，現地調査開始
• 調査後、現場近くでマスコミへの説明

• 渓流調査を実施
• 自衛隊、警察、消防による被災地への立

ち入りが可能かの判断に技術的助言
• 住民、自治体、地方整備局の相談に、

土砂災害の専門家として積極的に
取り組む

平成26 年8 月広島豪雨土砂災害

長野県南木曽町

広島土砂災害

伊豆大島土砂災害

横須賀市

御嶽山噴火災害

山口県岩国市

土砂災害等現場への被災直後の専門家派遣
（平成25年度～：主なもの）

今年度
のべ9２人・日

（11月25日時点）

活動紹介－防災・減災２ 〔技術指導・相談〕
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○現場技術指導の経験等を通じた人材育成
→システムとしての定着
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•地方整備局職員を国総研に9ヶ月間併任。

• 冒頭と終盤の1週間ずつ土砂災害研究部に在籍．

基礎技術と応用技術を習得するための講義を受講。

• それ以外の期間は各自の地整に勤務．

• 災害が発生した際に，現場調査に参画現場技術指導訓練

【H26.4.1～H26.12.31：7名】

北海道開発局、関東地整、

中部地整、近畿地整、中国地整、

四国地整、九州地整

活動紹介－防災・減災２ 〔技術移転〕
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活動紹介－維持管理１：道路橋

平成26年7月施行 道路法施行規則（H26.3公布）
（道路の維持又は修繕に関する技術的基準等）

点検は、近接目視により、
五年に一回の頻度で行うことを基本とすること

平成24年12月2日 中央自動車道（上り）笹子トンネル天井板落下事故

平成26年5月21日 社会資本の老朽化対策会議
「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」決定

平成25年12月25日 社会資本整備審議会・交通政策審議会
「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について」答申

平成２６年４月１４日 社会資本整備審議会 道路分科会
「道路の老朽化対策の本格実施に関する提言」建議

平成24年８月29日 社会資本整備審議会・交通政策審議会：
「第１回社会資本メンテナンス戦略小委員会」開催

15定期点検要領を６月25日、全道路管理者に通知

全国の橋梁の点検データを収集分析
→ 損傷や劣化特性を解明
→ 維持管理に関する技術基準作成につなげる

桁端部中間部

道路橋定期点検要領の原案作成

具体の考え方や留意点の補足
「一般的構造と主な着眼点」、

「判定の手引き」を付録添付

活動紹介－維持管理１ 〔研究、技術基準〕
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現場の問題解決を的確に支援する体制

老朽化橋梁点検に関する技術指導

【不具合発生時の支援】

○ 不具合発生時等の技術相談 （設計、施工、維持管理）

○ 地方公共団体の老朽橋梁の直轄診断支援

【技術情報の発信・共有】
○ 相談案件の技術ポイントの共有

→ 橋梁担当者会議

→ 土木技術資料「現場に学ぶメンテナンス」

○ 技術資料の作成・公開
（国総研資料、道路協会出版物）

活動紹介－維持管理１ 〔技術指導・相談〕

平成22～25年度
420件
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現場の技術力を向上
現場にあったプロフェッショナルを育成

○研修講師
・国土交通大学校 専門課程 道路構造物研修

・地方整備局 橋梁保全技術研修

・（一財）全国建設研修センター「橋梁維持補修」等

・全国共通講義資料・テキスト作成

・道路ストック総点検技術講習会 等

活動紹介－維持管理１ 〔技術移転〕

○講演

○人材育成システム
・各地方整備局の道路構造物管理を担う職員を

3か月間、国総研へ併任
・不具合事例への対応や、実橋調査・載荷試験

等を通じて技術力向上

本年度は： 5～7月北陸、 8～10月関東、中部、中国、
11月～1月近畿、九州載荷試験による破壊現象の理解

現地調査・技術相談へ同行

国総研

土研産学

点検要領への反映手法
検査技術の認証方法

非破壊検査の適用性
機器の性能を示す指標の明示方法

既に各種技術開発を促進させるための交流会により活動

【国総研の役割】
・全体のコーディネート（試験フィールドの提供）
・点検要領改定原案の策定

【産学の参加メリット】
・実際の橋梁での計測結果が技術開発に活かせる。
・計測精度を証明できる。

【土木研究所の役割】
・認証試験法を確立

〇計測・非破壊検査技術の適用性に関する共同研究
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活動紹介－維持管理１ 〔コーディネーター〕
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現場の技術力を向上

○維持管理に係る研修

• 港湾・空港施設の維持管理を担当する管理

者等の職員を対象

• 維持管理制度、施設マネジメント及び港湾

施設の維持管理に関する実務的事項（点検

診断、維持補修工事、維持管理計画等）に

ついて研修を実施

• 実施場所：横須賀第二庁舎

平成２６年度 横須賀第二庁舎で実施する研修
３９コース（予定）
※維持管理以外を含む

活動紹介－維持管理２：港湾・空港施設 〔技術移転〕
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活動紹介－既存ストックの賢い利用：ITSセカンドステージへの展開

大和
サグ部

ITSによるソフト的対策の新たな展開

○総渋滞損失は、年間約50億人・時間
（約280万人分の労働力に匹敵）

○道路整備の進捗は問題改善に大きく寄与。その一方、
高速道路の車線数が諸外国に比べ少ない（地形・コスト
の制約から）など、ハンディが存在。

○2020年 東京オリンピック・
パラリンピックを控え、
首都圏3環状道路ネットワー
クの約80％が完成予定
（～2015年）暫定2車線での整備

整備された道路ネットワークの
効果を最大限発揮させるべく、
「賢い利用」を大きく進化させる重要な契機

１）国総研の最近の話題
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渋滞回避⽀援
広域な交通情報がリアルタイムに配信
前⽅の渋滞状況も静⽌画でお知らせ

安全運転⽀援
落下物や渋滞末尾情報、前⽅の静⽌画
など危険事象に関する情報を提供

今後も順次新たなサービス追加を検討

・⾞両の出⼊管理※2

・⺠間駐⾞場決済※2

・ドライブスルー決済
・観光等の情報提供

など

経路情報を活⽤したサービス（導⼊予定）

経路情報を活⽤することにより、
・渋滞等を迂回する経路を⾛⾏し
たドライバーを優遇する措置

・特⾞の経路確認と許可の弾⼒化
・商⽤⾞の運⾏管理⽀援
などのサービスを今後展開する予定

“ETC2.0”
情報提供サービス

○○峠付近上り ○○時現在の状況

＜駐⾞場決済イメージ＞

雪のため
注意して走行
してください。

料⾦収受システムから
運転⽀援システムへ

E T C

広がる⺠間サービス

！

地震!通行止左側停車

PARK ON THE SHOULDER

災害時の⽀援
災害発⽣と同時に災害発⽣状況と
あわせて、⽀援情報を提供

！

この先渋滞、追突注意

B

9

東関道
館
山
道

千葉方面
宮野木JCT

2時間
以上

1時間
以上

木更津

辰巳

広域情報

アクアライン

この先渋滞、
追突注意。

これまでITSスポットサービスとして
呼ばれていたサービス

＜簡易図形＞

地震発生、通行止です。
後方を確認しハザードラ
ンプをつけゆっくり左側に
停車して下さい。 ※2 サービス実施中

＜静⽌画＞ ＜簡易図形＞ ＜静⽌画＞

＜簡易図形＞

料金収受や渋滞回避、安全運転支援等の情報提供サービスに加え、ITSス
ポットを通して集約される経路情報を活用した新たなサービスを提供

社会資本整備審議会道路分科会第13回国土幹線道路部会（平成26年9月19日）資料 抜粋

活動紹介－既存ストックの賢い利用 〔研究、技術基準〕

ETC（料金収受
システム）から

ETC2.0への展開

それを発展的に実現する
技術開発の推進
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次世代の協調ITS開発に関する共同研究
・民間14社（高速道路会社含む）との共同研究
・車両、インフラ、センター（携帯電話網）が協調し、連携、補完することで、

様々なITSサービスアプリケーションを実現する「協調ITS」の研究開発

ITSスポット共通基盤を活用した産学官連携サービスに関する共同研究
・民間7社との共同研究
・産学官がITSスポットを共通基盤とし、アップリンク情報を連携して活用するた

めの技術開発、制度設計及びサービス導入効果の検証、技術基準等の作成、国際
標準化の検討を実施

高速道路サグ部等交通円滑化研究会
・民間（5社）、東京大学、国土交通省による産学官連携研究会
・高速道路のサグ部（道路の勾配が上り坂へと次第に変化する区間）における渋

滞緩和に資する「高速道路サグ部等交通円滑化システム」を開発
・産学官連携功労者表彰における「国土交通大臣賞」を受賞

日米欧共同研究
・米国運輸省研究・革新技術庁、欧州委員会通信ネットワーク・コンテンツ・技

術総局とITSに関する共同研究を実施
・プローブデータに関する共同研究成果報告書を作成

ETC2.0サービス実配備のための仕様策定
・地整、高速道路会社が配備する機器の共通仕様を策定

活動紹介－既存ストックの賢い利用 〔技術基準〕〔コーディネート〕
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活動紹介－仕事の進め方のイノベーション 〔研究、技術基準〕

〇官民連携による新しい仕事の進め方の研究

• 被災地からの早期整備の強い要望
• ２２４㎞に及ぶ新規事業区間

↓
• 特に工事着手までの膨大な業務を効

率的に実施し、事業期間を短縮でき
る仕組みが必要

↓
• 民間の優れた技術力を“川上”で活

用する方策業務進捗管理、地元

説明等を事務所チームが民間技術者
チームと連携して実施
効果検証、制度改善の検討

「復興道路」､「復興支援道路」の整備における事業促進PPPの導入

〇品確法*の改正に伴う新たな制度設計
技術提案の審査及び価格等の交渉による方式（法18条）の制度設計など

*公共工事の品質確保の促進に関する法律

出典：
東北地方整備局
ホームページ
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〇その他の基準の改定の検討

・ガイドライン改定、通達発出へ

公共土木工事の契約条件や価格算定条
件の明確化、積算業務の効率化・合理
化を図るため、統一性・一貫性がある
積算大系を構築

積算大系

施工パッケージ単価を用いた工事積算
の合理化。

施工パッケージ型積算方式

設計照査制度の適切な品質管理プロセ
スの確立

設計成果の品質確保

品質確保の重点化、効率化に対応した
監督・検査手法。工事成績評定の標準
化に向けた実態分析・把握

監督・検査、工事成績評定

活動紹介－仕事の進め方のイノベーション 〔研究、技術基準〕

１）国総研の最近の話題
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• 事業促進PPPなど、新たな仕組みを現場に

導入していく際の助言

• 積算システム、総合評価運用等に関する

地整からの相談対応

• 本省の政策展開への助言

• 国土交通大学校 専門課程 建設生産システム

「総合評価方式の現状と課題」

「積算に関する最近の動向」

等

〇技術相談

建設システム課への技術相談は、
年間395件以上（H25年度）

〇研修講師

活動紹介－仕事の進め方のイノベーション 〔技術指導・相談〕

〔技術移転〕

26

活動紹介－持続可能性確保 〔研究、技術基準〕

〇住宅・建築物の省エネ基準【平成25年改正】
• 住宅と非住宅建築物の基準を一本化
• 一次エネルギー消費量を指標とすることにより、断熱性能に加え、

設備性能を評価

省エネ性能を算定する手法を提示
誰でも計算できるよう計算ソフト化

※我が国のエネルギー消費の3割は住宅・建築物

27

活動紹介－持続可能性の確保 〔技術基準→仕事の効率向上〕

〇非住宅建築物（オフィスビル等）の省エネ化を促進
する設計プロセス
• 設計・評価・規制・支援を一体と考えた新たな設計プロセスの提案

• 「一次エネルギー消費量算定ロジック」の開発

• 建物全体のエネルギー消費量を一括で推定するwebプログラムを提供

設計

法規制 支援・誘導策

評価

設計図書
設計者

省エネ基準等
届け出

性能表示制度、
各種補助事業等

評価結果の
統合整理
と考察

バリア②：設備毎に評価が必要。
最後に統合整理の作業も必要。

バリア①：評価のためには、
手作業で設計図書から情報を抜き取る必要がある。

評価に手間がかかるため、十分なフィードバックがされていない。

バリア③：評価と法規制が
連動しておらず
届け出のための
書類を別途作成
する必要がある。 バリア④：法規制と支援誘導も連動しておらず

別途計算書等を作成する必要がある。

設計

法規制 支援・誘導策

評価

設計図書
設計者

省エネ基準等
届け出

性能表示制度、
各種補助事業等

建物全体のエネルギー消費量を
一括で
推定するWebプログラムを提供

評価結果

評価用Webプログラム(国総研)

評価結果は、法規制や支援・誘
導策のためにも共通で用いられ
る。

プログラムの計算結果は詳細に表示され、どのように省エネ化すれば良いか
が一目瞭然

プログラムの実行に必要な情報は
設計図書（機器リスト）から簡単に作成
可能

現場 国総研

この活発なキャッチボールが
技術を紡ぐ、現場を良くする。

１）国総研の最近の話題
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